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1.管理運営に関する基本事項 

(1)施設の設置目的

 文化芸術活動の支援、青少年の体験活動及び国際交流活動の支援並びに文化芸術活

動を行う者、青少年及び市民相互の交流の推進をすることで、文化芸術の魅力の発信

及び創出並びに次代を担う心豊かな青少年の育成をし、もって市民の豊かな生活の実

現に資することを目的として設置する。

(2)施設の基本理念

 市民と行政が一体となり、青少年健全育成と文化芸術活動にかかる様々なプログラ

ムの展開と支援・交流のための施設を整備することにより、感性を磨き心豊かな子ど

もの育成及び次代を担うアーティスト・クリエーターの育成を図る。

(3)施設の役割

・家庭や学校とは異なる場所で、様々な活動を体験することにより、次代を担う「心

豊かな子どもを育てる」ことを目的とした施設とする。

・国内外を問わず、アーティストやクリエーターの創作活動の支援及び青少年等との

交流、市内文化施設等との連携を図り本市独自の文化芸術の魅力発信を担う。・市民

交流及び市民力・地域力による青少年健全育成と文化芸術の創出を図る。

(4)指定管理者の責務

①委託業務について善良なる管理者の注意をもって実施する義務を負うものとする。

②施設の設置の目的を踏まえて、機能及び役割を果たすとともに、各機能が有機的に

連携し、相互に補完しあいながら一体的な管理によりその効用を最大限発揮させる

よう、積極的に努力すること。

③施設の業務全般について計画立案を行い、目標及び業務計画を策定し、その一元的

管理方針のもとで、多岐にわたる業務を総合的な調整を行い、相互連携を保ち、適

切に進捗管理を行い実施すること。

④施設の管理について創意工夫のある企画や効率的な運営等により、利用者の多様な

ニーズに応え、質の高いサービスの提供を図り、効果的・効率的な管理運営を目指

さなければならない。

⑤業務の実施にあたって、市と密接な連絡をとり、施設の目的の達成を図るものとし、

その実施状況を記録しておくこと。

(5)管理運営方針

 指定管理者は、施設が公の施設としての適正な管理を保持し、創意工夫やノウハウ

を積極的に発揮し、以下の重点事項に則り、業務の遂行に努めなければならない。

①市の施策に則った事業展開

  施設は、新潟市及び新潟市教育委員会（以下、「市」という。）が策定する教育

ビジョン、文化創造交流都市ビジョンに基づき事業を展開すること。

②利用実態の把握と利用満足度の向上

  利用者ニーズを十分に把握し、適切な管理による良好な空間の創出と魅力的な

プログラムの運営を行い、多様なニーズに応えられる管理運営を創造するととも

に、利用者へのサービス向上に努め、満足度を高めること。

③施設や設備

  施設の位置、機能、特性を十分に把握したうえで、すべての施設を清潔かつそ

の機能を正常に保持し、施設利用の快適かつ安全な利用が図れるよう適正な管理

運営を行い、必要に応じて保守点検を行うこと｡

④市との密接な連携
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  施設の管理運営を円滑に行い、魅力あるものとするために、市と密接に連携･

調整するとともに、情報の共有に努めること｡

⑤管理運営における公平性･中立性の確保

  利用者や地元等からの要望等に対し、公の施設の管理運営の公益性に鑑み、公

平･中立を是としてその運営にあたること｡

⑥利用者の安心・安全の確保

  誰もが安心、安全かつ快適に利用できる施設となるよう、施設管理、巡視･保

安、救急対策を行うとともに、サービスの質や安全性の向上のための職員の指導･

育成に取り組むこと。

  また、ユニバーサルデザインの取組みを積極的に行うこと｡

⑦災害時の対応

  地震、雷、風水害等の災害時において、利用者の安全を確保するため、適切な

誘導や施設の点検を行うとともに、災害時の対応について全てのスタッフの研修

や訓練を十分に行うこと。

  また、施設利用における事故等が発生しないよう全てのスタッフの危機管理に

対する意織を養成するとともに、適切な管理運営を行うこと｡

⑧広報宣伝

  より多くの方々に施設を利用してもらうために、効果的かつ効率的な広報宣伝

を多言語で行うこと。

⑨多彩な事業の実施

  季節に応じ、地域とも連携しながら多彩な事業を実施すること。また、施設の

目的達成にふさわしいイベントの実施等を積極的に進めること。

⑩苦情への対応

  利用者や地域住民等からの苦情に対して真摯に対応すること｡また、市にその

内容を報告すること。

⑪地域の活性化への取組み

  事業の推進を通じ、施設の管理運営への地域住民の参加を促すとともに、スタ

ッフの雇用にあたり市内居住者の雇用を重視する等地域の活性化に寄与する施策

を推進するように努めること。

⑫市民との協働

  施設の管理運営への参加機会の付与と持続的な運営への参加によるパートナ

ーシップを醸成し、市民参画型の管理運営を推進すること｡また、市内各地で活動

しているボランティアと良好な関係を築き、指導育成に当たるとともに、新たな

活動の支援に努めること。

  郷土愛醸成への取組み等本市の持つ風土、歴史、文化を学び、継承していくた

めの活動を行うこと。

⑬環境保全の取組み

  地球温暖化防止や循環型社会形成のための活動に積極的に取り組むこと｡

⑭コスト縮減の取組み

  常に安心・安全で快適な利用を図りながら、管理運営にかかるコストの縮減に

努めること。

⑮敷地内の喫煙について

敷地内は、禁煙とすること。

(6)業務実施の基本事項



- 3 -

 本業務の実施にあたっては、各機能及び業務間の総合調整を十分に図り、次に掲

げる項目に留意するものとし、施設の設置目的の達成のため管理運営を行うこと。

①業務の実施にあたり常に利用者の迷惑とならないよう十分注意するとともに、指

定管理者の責任において常に施設の観察を行い、善良なる管理者の注意をもって

管理運営を行うこと。なお、異常を確認した場合、すみやかに市に報告しその指

示に従うこと｡

②安全で快適な利用がなされるよう、利用指導及び利用者サービスを適切に行うと

ともに、利用の活性化を図るために利用者ニーズに的確に対応した利用促進策を

展開すること。

③利用者に対する案内及び緊急の対応等の利用者サービスに努めること。

④名札を作成し業務中は全てのスタッフは常に着用すること。また、統一的なデザ

インの制服の着用を心がけること。

⑤市民参加を推進するため、施設でのボランティア活動への支援・指導に努めるこ

と。

⑥乳幼児連れの利用者、障がい者、高齢者、外国人等への適切な対応等を図ること。

⑦様々な管理技術の駆使や、効率的な管理運営等を通じて、常に経費の削減に配慮

しながら高品質な管理運営を実施すること。

⑧災害や事故等における危機管理を徹底するとともに、発災時には避難場所または、

災害復旧活動拠点としても機能するよう、適切な対応を行うこと。

⑨良好な景観の形成に努めた維持管理を実施すること。

⑩利用状況に応じ、適正に本業務を行い、利用に支障をきたさないように配慮する

こと。 
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(7)運営体制の確保

①施設の設置目的を達成し、利用者の安全・快適な利用サービスを提供するため、

下記の資格要件を備えている職員を配置するなど本業務を実現する業務実施体

制を構築すること。

【指定管理者が保有する必要がある資格及び経験等】

ア 教員免許保有者 1 名以上（学校長経験があることが望ましい。）

イ 社会教育主事任用資格等の青少年体験活動の指導や事業の企画立案及び

連携調整に関する専門知識や経験を有する者 1 名以上

ウ 文化芸術活動に関する業務経験を有する者 2 名以上（公的機関や NPO 等

で文化芸術活動に関する支援やアートマネジメントの業務経験があるこ

とが望ましい。）

エ 業務遂行に必要な英語力を有する者 2 名以上（文化芸術活動に関する業務

経験を有する者と同一者であることが望ましい。）

この他、各種業務・分野の専門的知識・経験を有する者の配置に努めること。

②施設全体の統括責任者として 1 名配置すること。また、業務責任者及び施設管理

責任者を各 1 名配置すること。なお、各責任者の兼務は認めない。

③統括責任者及び業務責任者を定め、書面により市に通知すること。

④統括責任者及び業務責任者の変更は原則認めない。ただし、病気、死亡等のやむ

を得ない理由及び家族の看病等道義的な理由により変更を行う場合には、同等以

上の資格要件を満たす者であるものとし、市の承諾を得なければならない。 

⑤日常業務に加え、利用者の案内や苦情・要望、事故・災害等非常時における緊急

対応が適切に行われるよう、常に適切な管理体制を構築すること。

⑥業務を遂行するに当たっては、法令上必要な資格要件を備えた者やその業務に精

通した者を配置のうえ、緊急対応も含め円滑かつ迅速に業務が遂行できる運営体

制をとること。併せて、効率的な運営が出来るよう職員の配置及びシフト並びに

協力体制について、柔軟に対応できる体制とすること。

⑦スタッフの配置にあたっては、必要に応じ適宜配置すること。また、市内居住者

を積極的に雇用するように努めること。

⑧管理運営能力や来場者サービス向上のため、研修等を実施するなど、職員の育成

及び運営に必要な知識の習得に努めること。

①アを含む

①イ、ウ、エを含む

統括責任者

業務責任者

職員

施設管理責任者

職員
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2.施設の概要 

名 称：新潟市芸術創造村・国際青少年センター

所 在 地：新潟市中央区二葉町 2 丁目 5932 番地 7 
敷 地 面 積：10,633.07 ㎡（旧二葉中学校空地除く）

延 床 面 積：校舎棟 4,137.59 ㎡  体育館棟 2,040.80 ㎡  

ELV 棟 38.12 ㎡  野外炊事場 147.42 ㎡

構造・階高：校舎棟 鉄筋コンクリート造 4 階建て

体育館棟 鉄筋コンクリート造 2 階建て

ELV 棟 鉄骨造 4 階建て

野外炊事場 鉄骨造平屋建て 

附 帯 設 備：駐車場、駐輪場、物置小屋、プール

建 築 年：昭和 63 年

改 修 年：平成 29 年

施設管理に関する条例等：

・新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例（以下「条例」という。）（平成 29 年

条例第 24 号）

・新潟市芸術創造村・国際青少年センター使用料徴収規則（以下「使用料徴収規則」

という。）（平成 29 年規則第 59 号）

・新潟市長から委任を受けた新潟市芸術創造村・国際青少年センターの管理に関する

規則（以下「管理規則」という。）（平成 29 年教育委員会規則第 18 号）

3.指定期間 

令和 3 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日まで

4.休館日、開館時間 

(1)休 館 日：12 月 29 日～翌年 1 月 3 日

 ※市長が特に必要があると認める場合は、臨時にこれを変更することができる。

(2)開館時間：午前 9 時から午後 9 時 30 分

※工房・ギャラリー・休憩室、研修室及び指導員室については、利用の許可を得たも

のは、開館時間外においても、当該利用の許可を得た範囲内において、利用を中断

することなく継続して利用することができる。

※市長が特に必要があると認める場合は、臨時にこれを変更することができる。 

5.業務内容 

(1)文化芸術活動支援事業に関する業務

①アーティスト・イン・レジデンス事業の企画実施

 「工房・ギャラリー・休憩室」において、施設に滞在しながら創作活動を行う芸

術家等を国内外から募集し、滞在型の創作活動を支援する事業を企画・実施する。

【主業務内容】

・滞在型の創作活動を行う芸術家等の募集・選定・支援

・滞在する芸術家等が互いに交流できる仕組みや事業の企画・実施

【事業実施基準】

・滞在型の創作活動支援として「招聘プログラム」及び「自主活動プログラム」

（以下、「招聘プログラム等」とする）の 2 つの支援プログラムを実施する
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こと。

・招聘プログラム等では、年間 8 組程度の芸術家等を誘致するものとし、滞在

期間及び費用支援（交通費、制作費、滞在費）については、市が指定する期

間及び基準額を適用すること。

 招聘プログラム 自主活動プログラム 

実施時期 
【春】4 月～6 月 

【秋】9 月～11 月 

【夏】【冬】 

（招聘プログラム期間外） 

人数（年間） 2 組×2 会期＝4 組 2 組×2 会期＝4 組 

滞在期間 90 日以内 30 日以内 

選定方法 公募・審査 公募・審査 

費用支援の 

基準額 

・交通費 

（上限：国内 10 万円，国外

20 万円） 

・制作費（20 万円） 

・滞在費 1 日につき 2,800

円 

費用支援なし 

人的サポート
有 

（施設職員によるサポート）

有 

（施設職員によるサポート）

施設利用料 免除 免除 

条件 

指定管理者と共同で企画する

市民交流プログラムに 1 回以

上参加 

指定管理者と共同で企画する

市民交流プログラムに 1 回以

上参加 

○募集について

・招聘プログラム等の対象者を、国内外から広く募集・誘致する方法を検討・

実施すること。

・募集は年 2 回実施し、国外の芸術家等を年 1 組以上誘致するよう努めること。

・募集関係書類は日本語及び英語で作成するものとし、募集にあたっては施設

の情報や支援内容を国内外に広く発信できる手法（広報媒体の活用、国内外

のアーティスト・イン・レジデンス施設との連携等）を用いること。

・「招聘プログラム等」により滞在制作する芸術家等は、市民交流事業への参

加を必須条件とし、指定管理者は芸術家等の滞在期間中に各 1 回以上、市民

交流事業を企画・実施すること。なお、滞在制作する芸術家等による市民交

流事業の仕様は、「② 市民交流事業の実施 ア 滞在制作する芸術家等によ

る市民交流事業」に記載する。 

○選定について

・招聘プログラム等の対象者選定にあたっては、アーツカウンシル新潟のプロ

グラムディレクターを含む市内外の有識者等による選定委員会を設置・運営

すること。
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・選定委員会の委員の人数は、5 名程度とすること。

・選定委員会の委員選定及び運営等については、市に事前協議の上、決定する

こと。

○支援体制について

・芸術家等の滞在前後及び滞在中は、芸術家等が地域の自然や歴史、文化の魅

力に刺激を受けながら、より創造性の高い創作活動が行えるよう、国外の芸

術家等にも対応した支援体制の整備に努めること。

・滞在制作する芸術家等が互いに交流することで、異なる分野の創作活動の融

合による新たな文化芸術の創造の場となるような仕組みづくりに努めるこ

と。

②市民交流事業の実施

ア 滞在制作する芸術家等による市民交流事業

 招聘プログラム等により滞在制作する芸術家等の制作過程を公開するとともに、

展覧会、ワークショップ、レクチャーなど、滞在制作する芸術家等と市民や青少

年が交流することで、様々な文化創造活動を体験できる事業を企画・実施するこ

と。

【主業務内容】

・招聘プログラム等により滞在制作する芸術家等と市民や地域の文化芸術活動

団体、青少年研修機能の利用者等による交流事業の企画・実施。

【事業実施基準】

・招聘プログラム等により滞在制作する芸術家等 1 組につき 1 回以上、滞在期

間中に実施すること。

・企画にあたっては、滞在制作する芸術家等と協力して行うものとする。

・企画の内容は、市民が地域の自然や歴史、文化の魅力を再発見し、地域の誇

りづくりや愛着づくりにつながるとともに、本市の魅力を国内外へ発信する

ものとなるよう努めること。

・また、準備・運営・撤収等に必要なボランティアスタッフの手配、参加者の

募集を含む開催周知等の広報は指定管理者が行うこと。

・事業実施にあたり、参加料を徴収することができる。その場合、参加料収入

は当該事業の経費に充当すること。

イ 地域の文化芸術関係団体等による市民交流事業

 地域の文化芸術関係団体等と連携し、市民が主に市内の芸術家等と交流しなが

ら、様々な文化芸術活動を体験することができるワークショップ、レクチャーな

どを企画・実施するものとする。

【主業務内容】

・市内の芸術家等と市民の交流事業の企画・実施

【事業実施基準】

・年 4 回以上、企画・実施すること。

・企画の内容は、市民が地域の自然や歴史、文化の魅力を再発見し、地域の誇

りづくりや愛着づくりにつながるとともに、文化芸術を活用した地域課題の

解決につながるものとなるように努めること。

・事業実施にあたり、参加料を徴収することができる。その場合、参加料収入

は当該事業の経費に充当すること。

③水と土の文化ギャラリーの企画展示・運営
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 「水と土の文化ギャラリー」において、本市の水と土の文化を紹介する展示を企

画・運営するものとする。また、「水と土の文化ギャラリー」内のスペースを活用

して文化芸術に関する情報・資料の提供を行うものとする。

【主業務内容】

・「水と土の文化ギャラリー」における本市の水と土の文化を紹介する企画展

示

・全国の芸術祭関連資料や美術・芸術関連書籍等の設置及び管理運営

【事業実施基準】

・本市の水と土の文化を紹介する企画展示を年 2 回以上、実施すること。

・設置する資料及び書籍は、これまでの「水と土の芸術祭」の作品集及び全国

で開催される芸術祭の作品集は必須とし、他に美術・芸術関連の幅広い分野

の書籍等を設置すること。

・資料及び書籍等の選定にあたっては、これまで美術・芸術分野に触れる機会

のなかった市民や、専門的な知識のない市民や青少年が施設に気軽に来館し、

リピーターになるよう工夫すること。

④付随業務

ア 活動記録集の作成

 文化芸術活動支援事業の記録集を作成し、年 1 回以上、日本語及び英語で作成

すること。

イ ボランティアの活用・調整 

 滞在制作する芸術家等による市民交流事業を実施するにあたり、美術の知識や

ワークショップの開催経験のある地域の文化芸術関係団体や大学生をボランティ

アとして積極的に活用すること。

ウ ネットワークの構築

 事業の企画実施にあたり、市民や地域の文化芸術関係団体のノウハウ等を取り

入れたり、市内外の文化施設との連携を図るなど、市民、地域の文化芸術関係団

体、教育機関、他の文化施設、行政等によるネットワークを構築すること。

⑤その他

 「工房・ギャラリー・休憩室」については、招聘プログラム等で使用しない期間

は貸館として利用させること。

(2)青少年体験活動推進事業に関する業務 

①体験活動プログラムの提供と実施 

 グローバル社会に対応し、次代の新潟を担う子どもが、社会を生き抜くために必

要となる資質や能力を育成し、集団の一員として認められているという自己肯定感

や充実感、互いに協力するなかで連帯感や協調性がもてるような、集団で課題を解

決する活動や野外体験・創作活動などの、利用団体（主に小・中・高等学校等）向

けの多様なプログラムを開発すること。 

 また、利用団体にプログラムを提供し、団体が選択したものを実施するとともに、

団体がプログラムを選択する際には、そのプログラムを実施することによる有効性

や施設の利用方法等についてアドバイスを行うこと。 

【主業務内容】 

・人間関係づくりプログラム 

・松林や砂浜を利用した自然体験活動 

・屋外炊事場を利用した集団炊事体験活動 
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・集団で行う創作活動 

・国際交流活動 

・郷土愛を育む活動 

・その他 

【事業実施基準】 

・利用団体が複数のプログラムの中から選択できるようにするため、内容及び

所要時間については、市と協議の上、提案、実施すること。

・プログラム実施にあたり、指導者は指定管理者が手配すること。不足の場合

は、5(2)⑤Ａ業務であるプログラム指導者養成講座を修了し、登録した指導

者を活用すること。登録した指導者を活用する場合は、謝礼を支払うこと。

（謝礼の額は、市と協議すること。）

・利用団体の引率者がプログラムの指導を行う場合は、事前に現地で打合せを

行うなどの措置を講じること。

・プログラム実施にあたり、材料費など実費を徴収することができる。その他、

必要となる、備品や消耗品の準備をすること。

・屋外炊事場を利用する際は、希望者に薪、食材等の斡旋をすること。

・人間関係づくりプログラムは、最も施設の設置目的につながるプログラムで

あるので、重点をおいて実施すること。プログラム内容については、市と協

議の上、実施すること。

・人間関係づくりプログラム実施にあたり、指導者は指定管理者が手配するこ

と。不足の場合は、5(2)⑤Ｂ業務である人間関係づくりプログラム指導者養

成講座を修了し、登録した指導者を活用すること。登録した指導者を活用す

る場合は、謝礼を支払うこと。（謝礼の額は、市と協議すること。）

・人間関係づくりプログラムを実施する場合は、プログラムの目的が達成でき

るようにするため細部にわたり目が届くよう、児童・生徒概ね 20 名に対し

講師は 1 名以上とすることが望ましい。

②青少年健全育成事業の実施

 青少年（個人）を対象に、集団での活動や体験活動を通じて、自立心、主体性、

協調性、チャレンジ精神、責任感、想像力、変化に対応する力、異なる他者と協働

できる力の伸長を図り、心豊かな青少年を育むことを目的とした事業を企画、実施

すること。 

【主業務内容】 

・人間関係づくりプログラム 

・異学年交流活動 

・創作・創造・造形活動 

・国際交流活動 

・郷土愛を育む活動 

・その他 

【事業実施基準】 

・1 回の活動は 2 時間以上（説明時間含）実施できるものとすること。

・活動は年間延 6 回以上実施することとし、そのうち、1 回以上は国際交流に

関すること、1 回以上はアーティスト・イン・レジデンス事業で滞在する芸

術家等と連携する活動とするほか、宿泊を伴う活動を 2 回以上行うこと。

・事業実施にあたり、指導者は指定管理者が手配すること。不足の場合は、5(2)
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⑤Ａ業務であるプログラム指導者養成講座を修了し、登録した指導者を活用

すること。登録した指導者を活用する場合は、謝礼を支払うこと。（謝礼の

額は、市と協議すること）

・事業実施にあたり、参加料を徴収することができる。その場合、参加料収入

は当該事業の経費に充当すること。

・事業に必要となる、備品や消耗品の準備をすること。

・事業実施にあたっては、児童・生徒の安心・安全のため、児童・生徒概ね 20
名に対し、指導者は常時 1 名以上とすること。

・屋外炊事場を利用する際は、薪、食材等の準備をすること。

・事業実施の際は、広く市民へ広報すること。

③市民交流事業の実施

 地域や芸術家等と青少年が交流することを通じて、心豊かな青少年の育成及び地

域から施設への支援を図る事業を企画・実施すること。 

【主業務内容】 

・地域との交流活動 

・地域と協働した芸術創造活動 

・その他 

【事業実施基準】 

・1 回の活動は 2 時間以上実施できるものとすること。

・活動は年間延 2 回以上実施することとし、そのうち、1 回以上は防災に関す

ること、1 回以上は文化創造に関する活動とすること。

・事業実施にあたり、指導者は指定管理者が手配すること。不足の場合は、5(2)
⑤Ａ業務であるプログラム指導者養成講座を修了し、登録した指導者を活用

すること。登録した指導者を活用する場合は、謝礼を支払うこと。（謝礼の

額は、市と協議すること）

・事業実施にあたり、参加料を徴収することができる。その場合、その参加料

収入は当該事業の経費に充当すること。

・事業に必要となる、備品や消耗品の準備をすること。

・参加者の安心・安全のため、児童・生徒概ね 20 名に対し、指導者は常時 1
名以上とすること。

・屋外炊事場を利用する際は、薪、食材等の準備をすること。

・事業実施の際は、近隣地域へ広報すること。

④青少年（学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する学校、同法第 124
条に規定する専修学校又は同法第 134 条第 1 項に規定する各種学校の児童、生徒及

び学生並びに小学校就学前の者）と青少年の引率者（成人に限る。）（以下、「児童・

生徒等」という。）の自由な遊び場、居場所の提供事業の実施

【主業務内容】 

・児童、生徒等への自由な遊び場、居場所の提供

【事業実施基準】 

・児童・生徒等の安心・安全な遊び場、居場所を提供すること。 

・遊び場や居場所を開設する際は、他の施設利用者の利用状況を確認、調整し

ながら、体育館では運動等、多目的ルーム等では創作活動等を、児童・生徒

等が安全に行えるようにし、可能な限り、開館している日はすべて実施する

よう努めること。 
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・居場所の対象は、児童・生徒等の個人を対象とし、開放は無料とし、自由来

館とすること。 

・児童・生徒等の安心・安全な遊び場や居場所となるよう、開設時は、利用者

の見守り、指導を行うこと。 

⑤指導者育成講座の実施及び講座修了者の登録

 施設の目的に合い、効果的な事業を行うため、プログラムを指導する者を養成す

ると共に登録を行うこと。特に、人間関係づくりプログラム指導者の育成は、最も

施設の設置目的につながることから、重点をおいて実施すること。 

【主業務内容】 

Ａ業務：プログラム指導者養成講座の実施及び修了者の登録と活用

Ｂ業務：人間関係づくりプログラム指導者養成講座の実施及び修了者の登録と 

活用 

【事業実施基準】 

Ａ業務 

・プログラム指導者養成講座を実施し、人間関係づくりプログラム以外の体

験活動プログラム事業、青少年健全育成事業及び市民交流事業の指導者を

養成すること。

・6 時間以上の講座を年 1 回以上実施すること。

・初めてプログラム養成講座を受講する人のほか、以前同講座を修了し、次

年度以降継続して登録する人も参加可能な内容とすること。

・講座の内容は市と協議の上、実施すること。

・プログラム指導者養成講座修了者は、登録し積極的に活用すること。その

際、謝礼を支払うこと。（謝礼の額は、市と協議すること。）

・可能な限り、次年度以降継続の登録をするよう調整すること。

・事業実施にあたり、受講料を徴収することができる。その際、受講料収入

は、当該事業の経費に充当すること。

・事業に必要となる、備品や消耗品の準備をすること。

・屋外炊事場を利用する際は、薪、食材等の準備をすること。

Ｂ業務

・人間関係づくりプログラムの指導者を養成すること。

・人間関係づくりプログラムを開発・運用実施している団体職員を講師とし、

21 時間以上の講座を年 1 回以上実施すること。

・初めて人間関係作りプログラムを受講する人のほか、以前同講座を修了し、

次年度以降継続して登録する人も参加可能な内容とすること。

・講座の内容は市と協議の上、実施すること。・人間関係づくりプログラムを

開発・運用実施している団体主催の指導者養成講座を受講していない指定

管理者の担当職員は、本人間関係づくりプログラム指導者養成講座を必ず

受講すること。

・人間関係づくりプログラム指導者養成講座修了者は、登録し積極的に活用

すること。その際、謝礼を支払うこと。（謝礼の額は、市と協議すること。）

・可能な限り、次年度以降継続の登録をするよう調整すること。

・事業実施にあたり、受講料を徴収することができる。その場合、受講料収

入は当該事業の経費に充当すること。

・事業に必要となる、備品や消耗品の準備をすること。
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⑥付随業務

ア ボランティアの活用・調整 

 各事業実施にあたり、学生ボランティア等積極的に活用すること。 

 新潟市青少年登録団体と積極的に連携し、施設の管理運営への参加機会を付与

すること。 

イ 人間関係づくりプログラムで使用する屋外エレメント（遊具）の保守管理 

旧二葉中学校空地に設置している「TP シャッフル」、「ジャイアントシーソー」

について、日常点検及び定期的な総合点検を行うとともに、機能を維持するため

の消耗部品等の取替など保守作業を行うこと。

指定管理者が旧二葉中学校空地にエレメントを設置する場合は、行政財産使用

許可を得る必要がある。当該許可を得てエレメントを設置した際は、日常点検及

び定期的な総合点検を行うとともに、機能を維持するための消耗部品等の取替な

ど保守作業を行うこと。

なお、旧二葉中学校空地に設置するエレメントは、市の空地活用の方針に基づ

き、指定期間中であっても撤去する可能性がある。

(3)施設の運営に関する業務 

①広報業務

 施設の利用促進を図るため必要な媒体の作成及び積極的かつ効果的な PR や情報

提供を多言語で行うこと。なお、ホームページ及びパンフレット又はリーフレット

については日本語、英語の 2 か国語以上を必須とすること。

ア ホームページの作成

 市と内容を協議の上、施設の専用のホームページを作成し、利用や催しに関する

情報、運営に関することなど最新の情報を提供すること。

イ パンフレット又はリーフレットの作成

 利用の案内、利用表、図面等を記載したパンフレット又はリーフレットを作成し、

配布開始前に市の承認を得た上で広く提供すること。

ウ 年間広報計画の策定と計画に基づいた広報の実施

施設で行う事業を広く周知するための広報活動や利用促進策についての年度実

施計画を策定し、市の承認を得て実施すること。なお、広報物を発行する場合は、

その内容について十分検討するとともに、必要に応じて市と事前に協議すること。

②休館日及び開館時間の変更及び周知

ア 設定取扱い

・条例第 24 条の規定により、休館日及び開館時間は利用状況及び利用者の利用の

便益等を勘案の上、変更することができる。

・休館日及び開館時間についての年度計画を策定し、市の承認を得ること。

・年度計画にとらわれず、利用状況や季節、実施事業等を踏まえ、利用者サービ

スの向上につながるものであれば、随時、柔軟に変更することができる。（その

場合も変更の都度、あらかじめ市の承認を得ること。）

・大雨、台風、地震等の災害や、事件・事故等により、利用者の安全が確保でき

ない恐れがある場合は、臨時休館や時間の繰り上げ閉館について、至急、市に

指示を求め、対応すること。

イ 周知

 変更した休館日及び開館時間は、速やかに施設内の利用者の目につくところに掲

示すること。また、ホームページ、その他広報媒体への掲示等の方法により、利用



- 13 -

者以外の方々にも広く周知すること。（緊急に変更する場合は、可能な範囲で行う

こと。）

③受付、貸室業務

 条例第 3 条に掲げる施設とその附属設備を利用しようとする者から、利用申請を

受け付け、条例等の規定に基づき利用の許可又は不許可等を行うこと。さらに、業

務の円滑化を図るため、利用希望者の使用条件等を勘案し、公の施設としての平等

性・公平性に配慮しつつ必要に応じた調整を行うこと。

ア 利用許可申請の方法

・来館、郵送や電話・FAX による仮予約などにより、利用許可申請等の受付を

行うとともに、受付台帳を整備運用し、正確な管理を行うこと。

・管理規則別記様式第 1 号により、利用許可申請を受け付けること。

・利用許可申請の受付期間は、管理規則に定めるとおりとすること。

イ 受付時間

・受付時間は、休館日を除く午前 9 時から午後 9 時 30 分までとすること。な

お、この時間中は 1 名以上の職員を受付に配置し、業務に支障のない人員体

制とすること。

ウ 利用の許可

・利用を許可する場合は、管理規則別記様式第 3 号により申請者へ利用許可書

を交付すること。なお、利用の許可にあたっては、公平な利用を確保するこ

と。

エ 利用の制限、許可の取り消し等

・条例第 9 条各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用を許可しないも

のとする。

・施設の管理のため、必要な場合は、条例第 18 条に基づき利用の許可に条件を

付することができる。

・条例第 19 条第 1 項各号のいずれかに該当すると認めるとき、又は管理上又は

公益上の理由により特に必要があると認める場合は、利用の許可を取り消し、

許可に付けた条件を変更し、又は行為の中止、原状回復若しくは施設からの

退去を命ずることができる。

・利用の制限等にあたっては、不当な差別的取扱いをしてはならない。

オ 利用内容の変更・取止め

・管理規則別記様式第 2 号により利用変更許可申請及び取り止め申出を受け付

けること。変更許可する場合は、同規則別記様式第 4 号により申請者へ利用

変更許可証を交付すること。

カ 利用予約の引継ぎ

・指定管理者が変更となった場合、次期指定管理者へ従前の利用予約を確実に

引き継ぐこと。

キ 施設等の利用方法及び注意事項の周知

・使用者への施設を使用する際の注意事項や助言、指導を行うこと

・利用の手引書等を作成し、利用者へ周知すること。

ク 開館時間外利用者への対応

・工房・ギャラリー・休憩室及び研修室、指導員室において、条例第６条及び

第７条第１項の規定に基づく開館時間外の利用がある場合は、宿直対応を行

うこと。
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ケ 障がいのある人への対応

・新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例（平成 27 年新潟

市条例第 49 号）に基づき、正当な理由なしに、障がい等を理由として、不

利益な取扱いをしてはならない。また、障がいのある人が社会的障壁の除去

を必要としている場合に、合理的配慮を提供しなければならない。（合理的配

慮の提供が過重な負担になる場合はその限りではない）。

④使用料の徴収及び市への払込みに関する業務

ア 使用料の取り扱い

施設及び附属設備の使用料は、市の歳入となる。

   イ 使用料徴収事務の委託

・市は指定管理者に使用料の徴収事務を委託する。

・使用者から条例及び規則に定める金額を徴収し、領収書を交付すること。

・徴収事務の処理に使用する印鑑をあらかじめ市に届け出ること。また、届け

出た印鑑以外の印鑑を徴収事務の処理に使用してはならない。

・徴収事務を行うにあたり、必要があるときは徴収事務委託証を提示すること。

ウ 使用料の払込み

徴収した使用料を翌日（その日が休館日、日曜日、土曜日又は休日にあたる場

合は、その日後においてその日に最も近い休館日等でない日）までに市会計管理

者あてに納付すること。

エ 使用料の還付

使用料の還付が必要な場合は、市から申請者の指定口座へ直接振込みを行うた

め、使用料徴収規則に定める使用料還付申請書を受付し、内部決裁のうえ、市へ

提出すること。

オ 使用料の納付時期

使用料は特別の場合を除き前納とするが、サービス向上の観点から変更するこ

ともできる。その場合、使用料徴収規則に定める納付期日決定申請書を受付し、

特別の場合と認める場合は、使用料納付期日決定通知書により、申請者に通知す

ること。

カ 使用料の減免

 使用料の免除を受けようとするものから使用料規則に規定する使用料免除申請

書を受付し、同規則に基づいて免除を決定したときは、使用料免除決定通知書に

より、申請者に通知すること。

   なお、減免措置について、使用料規則に明記されていない場合や疑義のある場

合は、市の承認を得て対応すること。

⑤サービスの提供若しくは斡旋

 利用者に対し、必要なサービスを提供若しくは斡旋するものとし、提供する場合

は指定管理者の自主事業として行うことが出来る。なお、料金等は、実費相当分を

基本とし、あらかじめ市と協議の上設定すること。

【主業務内容】

・工房・ギャラリー・休憩室、研修室及び指導員室利用者で希望する者に対し、

必要な寝具等を斡旋すること

・ラウンジ利用者で希望する者に対し、食事の提供若しくは斡旋をすること

・屋外炊事場利用者で希望する者に対し、薪、食材等の提供若しくは斡旋をす

ること
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・その他、利用者に対し、必要なサービスを提供若しくは斡旋をすること

⑥ラウンジ・コミュニティスペースの開放

ラウンジやコミュニティスペースは、管理上支障のある場合を除き、開館時間中

は来館者の憩いの場及び交流スペースとして無料開放すること。

⑦館内ホスピタリティ等の充実

施設来館者に対しては、常におもてなしの心をもち、安全、安心、快適に利用し

ていただけるよう適切かつ柔軟な対応を行うこと。また、館内で提供するサービス

については、新規来館者の開拓及びリピーターの増加という観点から魅力あるもの

になるよう努めること。

⑧苦情等への対応

来館者その他から苦情や意見を受けた場合には、常に迅速に対応し、その場で処

理できない案件については処理経過を相手方に報告するなど、適切な対応を行うこ

と。苦情の内容や処理経過については常に記録しておき、市との協議が必要な場合

には随時市へ報告すること。

また、施設内における利用者間のトラブルに対し、適切に対処すること。

(4)施設の維持管理に関する業務

①環境衛生業務

 施設維持管理業務の作業詳細については、財団法人 建築保全センターが発行す

る、建築保全業務共通仕様書（平成 30 年版）等の一般的な作業内容を示した資料

等を参考に、必要に応じて専門機関等に指導を仰ぎながら適切に実施すること。

ア 清掃等業務

・施設内の清潔及び快適な環境を保つため、施設の利用状況に応じて、作業内

容や作業場所等について十分に検討するとともに、周辺地域に配慮した実施

時期の調整を行うこと。

・施設の利用環境の快適性を維持向上させるために、日常的・定期的に清掃を

実施すること。また、施設の清潔さを保つことのほかに、材料の劣化原因を

取り除く、腐食の進行を遅らせる、性能を維持する等の重要な役割を持って

いることに留意して清掃を行うこと。

・清掃の実施にあたっては、季節や曜日、天候条件等によって大きく変動する

来場者の動向に対応したきめ細かな人員配置、清掃箇所等の計画を立てて行

うこと。また、災害発生時や緊急時にも即応できる体制を確保すること。

・利用繁忙期や大型イベント実施日には、イベントの主催者や巡視実施者、現

場配置スタッフ等との情報連携を密にして、必要な場所への清掃員の配置を

臨機応変に行うこと。

・施設内で発生するゴミを保管し、適宜廃棄すること。施設内のゴミ箱の設置

方法や数について、ゴミの発生量や来場者動向に配慮して設置すること。状

況に合わせて設置方法や数については定期的に見直しを行うこと。

 (ア)建物の清掃

 清潔及び快適な環境を保ち、建物を長期に使用できるよう保全するため、

日常清掃及び定期清掃を組み合わせて実施すること。

 (イ)トイレ清掃

 清潔を保つとともに、利用者の利便性に十分配慮して、トイレの清掃や消

耗品等の補充を行うこと。

(ウ)浴室清掃
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 浴槽水については、公衆浴場法（昭和 23 年法律第 139 号）、新潟市公衆

浴場法施行条例（平成 24 年新潟市条例第 9 号）等の基準を遵守し、より積

極的な衛生管理を行うこと。

 石鹸、シャンプー類を洗い場ごとに設置するとともにその衛生管理にも気

を付けること。

 清潔感とともに衛生管理に気を付け、レジオネラ症を発症させないように

管理を行うこと。

(エ)屋外の清掃

 常に美観を維持するために清掃を実施すること。

(オ)除雪

 駐車場、通路について、降雪により通行及び駐車に支障がある場合は、駐

車スペース及び通路を確保するため必要な個所を除雪すること。

(カ)植栽等の維持管理

 敷地内樹木等の剪定や除草など、快適な環境を保つために適正な管理を行

うこと。植栽の維持管理にあたっては、利用者及び通行者の安全や周辺に与

える影響を十分に配慮すること。

(キ)プール管理

 プール敷地内に利用者等が侵入しないよう対策を講じること。

イ 衛生管理業務

 「建築物の衛生的環境の確保に関する法律」（昭和 45 年法律第 20 号）によ

って必要とされる環境衛生管理業務を行うこと。

②施設等維持管理業務

・建物及び工作物、設備等が正常に機能するように、日常あるいは定期的に点検を

実施するとともに、機能を維持するための消耗部品等の取替など保守作業を行う

こと。

・作業時間は、利用者の迷惑とならないように配慮し、決定すること。なお、開館

時間内に作業を行う場合は、必要に応じて施設利用調整を行うこと。

・指定管理者の過失による事故、破損等が生じた場合は、指定管理者の責任におい

て処理すること。なお、事故・器物の破損等が発生した場合は、必要な措置をと

った上で、速やかに電話・口頭・メールのいずれかで市へ報告し、その後の対応

について市の指示に従うこと。併せて、後日遅滞なく書面により市へ報告するこ

と。

・指定管理者が行う小規模修繕の範囲は、1 件あたり 50 万円未満とする。大規模

な修繕については、市において行うので詳細は市と協議すること。

・市の承認を得て再委託により第三者に行わせる場合は、市内に事業所、営業所等

を有する者を原則とすること。

ア 各種修繕・保守管理

(ア)施設本体

 日常、適宜巡回点検し、外観については、美観の維持に努め、塗装面等の

防腐、防錆等の点検を行うこと。破損箇所の小規模な修繕又は補充を適切に

行うこと。

(イ)建築設備

 建築設備（電気設備、給排水設備、ガス設備、消防設備、空調設備、衛生

設備、自動ドア、エレベーター等）については、日常点検、定期点検、法定
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点検を行い、初期の性能を維持すること。

③保安警備業務

 施設の秩序及び規律の維持、盗難、破損等の犯罪行為の防止、火災等の事故防止、

財産の保全及び利用者の安全を目的に、警備業務を行うこと。

ア 日常巡視

・開館時及び閉館時に巡視を行うこと。

・利用者の安全確保のため、開館時間外利用を含め、利用状況に応じて定期的に

巡視を行うこと。

イ 機械警備

・施設内の建築物を適正に管理するため、閉館時間中は機械警備を実施すること。

・警備装置が常に正常な機能を維持しているか確認すること。また、機械警備の

異常を発見した場合には、適切に対処すること。

・警備装置が異常を感知した場合は、該当場所の異常の有無を確認し、異常を発

見したときは、適切に対処すること。

ウ 緊急時の対応

・急病，事故，災害発生時，非常呼出，警報装置の作動があった場合に、適切な

対応をすること。

④駐車場の管理に関する業務

ア 利用者への指導、助言

駐車場が混雑した場合，又は混雑が予想される場合は，利用者へ安全確保のた

めの指導、助言を行うこと。

イ 不当な駐車車両への対応

利用者以外の者が合理的な理由なく駐車場を使用している場合は，ただちに立

ち退かせること。

(5)その他業務

①事業計画書及び収支予算書の作成

次年度の事業計画書及び収支予算書を市が指定する期日までに提出すること。

②事業報告書の作成

下記により事業報告書を作成し提出すること。

ア 毎月報告すべき内容

当月分を翌月 10 日までに提出

・管理業務の実施状況（施設等の修繕、定期点検、法定点検の実績）

・管理施設の利用状況（利用人数、稼働率等の利用実績）

・徴収事務委託使用料収納状況（使用料収入実績）

・人材育成の実施状況（職員研修や避難訓練などの実績）

・管理経費等の執行状況（指定管理料の執行実績）

・自主事業の実施状況（事業内容、参加人数等の実績）

・その他市が指示する事項

イ 年度末に報告すべき内容

年度終了後又は指定の取り消し後 30 日以内に提出すること。

・管理業務の実施状況（施設等の修繕、定期点検、法定点検の実績）

・管理施設の利用状況（利用人数、稼働率等の利用実績）

・徴収事務委託使用料収納状況（使用料収入実績）

・人材育成の実施状況（職員研修や避難訓練などの実績）
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・管理経費等の執行状況（指定管理料の執行実績）

・自主事業の実施状況（事業内容、参加人数等の実績）

・利用状況分析報告

・自己評価に関する事項

・その他市が指示する事項

ウ その都度に報告すべき内容（事象発生後、速やかに報告）

・事故報告書

施設において事故等が発生した場合

・変更届出書

当該施設に係る指定管理者の申請内容に変更が生じた場合

③防災・危機管理等に関する業務

・施設を管理するにあたり、防火管理者を選任すること。

・予見される様々な危機に備え、緊急連絡網や危機管理マニュアルを作成するとと

もに、避難誘導・情報連絡・緊急活動等の役割分担・体制を明確にして職員に周

知し、定期的に訓練を実施すること。

・施設内でのけが人や体調不良者に対して適切な応急措置を行うこと。また事故が

あった場合は、市へ報告すること。

・自動対外式除細動器（AED）を必要な個所に配置し、常に良好な状態で使用でき

るよう点検を行うとともに、知識・技術等の習得に努めること。

・災害発生時には、避難場所やボランティア活動拠点、物資集配拠点等として極め

て重要な役割を担うことが想定されるため、開設準備等の初動対応も含め対応に

協力すること。なお、避難場所等の開設に伴う費用負担は、「指定管理施設の災

害時利用指針（平成 26年 4月危機対策課策定）」に基づき別途市と協議すること。

また、施設の利用許可を行う場合も、災害時には施設を市の災害応急・復旧対応

に利用することを優先させることもあるため、「指定管理施設の災害時利用指針」

に基づくこと。

④指定避難所・指定緊急避難場所に関する業務

新潟市地域防災計画において災害対策基本法の規定に基づく指定避難所・指定緊

急避難場所として定められていることから、災害が発生した場合は「新潟市避難所

運営マニュアル」に基づき、避難所の開設・運営に協力すること。

⑤引継ぎ業務 

・指定管理者は、指定期間終了時に次期指定管理者が円滑かつ支障なく業務を遂行 

できるよう、引継ぎを行うこと。引継日は、市が調整する。 

・指定管理者は、指定期間の満了日までに引継ぎに必要な事項を記載した業務引継 

書等を作成し、併せて運営に必要な資料を次期指定管理者に引継ぐこと。 

・引継ぎに際しては、市が立ち会い、新旧指定管理者において引継ぎの完了を確認 

する書面を取り交わすこと。 

(6)自主事業の提案及び実施 

・指定管理者は、指定管理業務の範囲外で、指定管理者の責任及び費用負担で施設を

活用し、施設の目的や役割を考慮し、市の承諾を得て自主事業を実施することがで

きる。

・自主事業に係る収支は、指定管理者に帰属するため指定管理業務とは会計を分けて

管理し、実施状況及び収支結果は市へ報告すること。

・施設の使用にあたっては、指定管理者による条例に基づく使用許可の手続きを必要
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とする。

・自動販売機や洗濯機（工房・ギャラリー・休憩室既設のもの除く）については、利

益の一部を施設の運営に充て、指定管理料を削減する場合に限り自主事業として設

置することができる。自主事業として自動販売機や洗濯機（工房・ギャラリー・休

憩室既設のもの除く）を設置する提案がない場合は、市が直接、貸付制度により設

置する。

・レストランや売店、自動販売機や洗濯機（工房・ギャラリー・休憩室既設のもの除

く）の設置を指定管理者の自主事業として実施するにあたり、土地または建物を占

有する場合は、「新潟市財産条例」（平成 25 年条例第 5 号）に基づく行政財産使用

許可を得るとともに、使用料と光熱水費を指定管理者が負担すること。なお、貸付

制度により指定管理者以外の者が自動販売機や洗濯機（工房・ギャラリー・休憩室

既設のもの除く）を設置する場合の光熱水費は指定管理料に算入しているため、設

置業者に市が請求し、市が徴収する。

6.公の施設目標管理型評価書 

(1)評価体制と時期

・市は、地方自治法第 244 条の 2 に基づき、指定管理者の管理する公の施設の管理

の適正を期するため、指定管理者に対して、当該管理業務又は経理の状況に関し

て 5(5)②による報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることが

できる。

・指定管理者は、定期的に下記「達成すべき要求水準」を測定し、評価を行うこと。

水準値を達成できない場合、指定管理者は、改善を図るための提案を行い、市の

承認を得て実施すること。

・市は、下記「達成すべき要求水準」に基づき、定期的なモニタリング及び毎年度

末に評価を実施するとともに、その内容を公表する。

(2)達成すべき要求水準

別紙 5「公の施設目標管理型評価書」のとおり

7. 実績評価の次期選定への反映 

次期指定管理者の選定に再度申請した場合に、指定期間における管理運営の実績評価

に応じて加減点する。 

毎年の年度評価をもとに最終年度に指定期間を通した総合実績評価を行い、4 段階の

評価に応じて下表の加減率を、配点の合計点に乗じることにより加点又は減点する点数

を算出する。 

評価 加減率 100 点満点の場合 150 点満点の場合 

S 5% 5.0 点加点 7.5 点加点 

A 3% 3.0 点加点 4.5 点加点 

B ±0% 加点なし 加点なし 

C △2％ 2.0 点減点 3.0 点減点 

8.指定管理業務の再委託 

 指定管理者は、当該施設の管理運営に係る業務を一括して第三者に委託してはならな

い。

 再委託が可能な業務は、防火設備、ボイラー設備、エレベーターの保守点検など特殊
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な技術や資格を要する業務や清掃、警備などの単純な作業、一時的に発生する業務など

で、再委託をする場合は、事前に市へ「再委託に関する承認申請書」を提出し、「再委

託承認書」により承認を受けること。

 なお、指定管理者が施設管理の業務を個別に再委託する場合は、受託者に対して以下

の点に留意すること。

・業務を行う者には、名札を着用させること。

・業務に関する日報、点検書、報告書等を速やかに提出させること。

・業務の実施にあたり、受託者の責で施設設備その他に対して損害を与えたときは、

その賠償の責任を負わなければならないこと。

・施設内で火災や地震等の緊急事態が発生したときの対応について、十分に周知さ

せること。

・業務上知り得た秘密は漏らしてはならないこと。その職を退き、又はこの業務契

約が消滅後も同様とすること。

・暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している者を受託者

としてはならない。

・再委託先は、原則、市内事業者とする。市内に当該委託業務を請け負うことが出

来る事業者がいない場合は県内事業者を優先する。

・労働集約的業務（清掃や人的警備など、人による労働が中心となる業務）を第三

者に委託等する場合は、指定管理者が委託等する第三者から従事者配置計画や賃

金支払予定額を提出してもらい、再委託先においても労働や雇用条件が適切なも

のとなるよう確認すること。

9.法令等の遵守

業務の実施においては、以下の関係法令を遵守すること。

・上記「2.施設の概要」に記載の施設の条例及び規則

・地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

・労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）

・労働関係調整法（昭和 21 年法律第 25 号）

・労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）

・最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）

・建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）

・建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号）

・消防法（昭和 23 年法律第 186 号）

・公衆浴場法（昭和 23 年法律第 139 号）

・新潟市公衆浴場法施行条例（平成 24 年新潟市条例第 9 号）

・新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例（平成 27 年新潟市条例

第 49 号）

・著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）

・文化芸術基本法（平成 13 年法律第 148 号）

・新潟市個人情報保護条例（平成 13 年新潟市条例第 4 号）

・新潟市情報公開条例（昭和 61 年新潟市条例第 43 号）

・新潟市行政手続条例（平成 9 年新潟市条例第 2 号）

・その他、業務遂行に関する法令及び例規等
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10.守秘義務、個人情報保護の取り扱い、情報公開請求への対応 

・管理運営業務に従事する者若しくは従事していた者は、業務上知り得た個人情報をみ

だりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。指定期間終了後若しく

は指定管理者の取消後又はその職を退いた後も同様とする。 

・指定管理者は、個人情報の収集及び使用については、適正に管理し、漏えい、滅失及

びき損等がないよう必要な措置を講じなければならない。 

・指定管理者では個人情報の開示請求は受け付けない。指定管理者が、指定管理業務上

保有する個人情報については、市のみを窓口として開示し、指定管理者は市への開示

義務を負うこと。 

・指定管理者に対し、指定管理者が管理する指定管理施設に関するものの情報公開請求

があった場合は、その情報について公開に努めなければならない。また、市が保有し

ない文書で、指定管理者が保有し管理する指定管理施設に関する文書について情報公

開請求があった場合は、市の求めに応じて公開に努めること。 

11.経費関係

(1)経費の支払い

 会計年度は 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとし、指定管理料は、支払時期や額、

方法については年度協定にて定める。

(2)市が支払う指定管理料に含まれる経費

 市が支払う指定管理料は、人件費、管理費（修繕費、光熱水費、保守管理費など）、

事務費、事業費とする。年間の運営は予算の各項目の金額以内で執行する。但し、

市と協議の上、流用することは可とする。

(3)立入検査について

 市は、必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地調査を行う。

12.備品等、修繕、リスク負担

(1)備品の管理 

 備品は備品台帳により数量管理を行うこと。購入及び破棄等、異動が生じた場合

には、市に報告すること。貸出用備品は、常に良好な状態に保つよう点検を行うこ

と。 

 刃が付いたもの等、危険なものは、安全に利用できるよう日頃から整理・点検し、

扉（必要に応じ鍵付きのもの）の付いた収納庫に入れること。 

(2)備品の購入又は調達

 備品が経年劣化、破損及び不具合等により業務実施の用に供することができなく

なった場合は、指定管理者が購入又は調達すること。

(3)消耗品

 消耗品は、管理業務実施のため、指定管理者が購入又は調達すること。

(4)備品等の扱い 

 備品は、指定管理期間の終了に際し、市又は次期指定管理者に引き継がなければ

ならない。 

 消耗品は、原則、指定管理者が自己の責任で撤去・撤収すること。ただし、市と

指定管理者の協議において両者が合意した場合、市又は次期指定管理者に引き継ぐ

ことができる。 

(5)施設の修繕 
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 施設の修繕については、次に掲げる区分により費用及び責任の負担をすること。 

区分 費用の負担 責任の負担 

1件につき、その経費が
概ね 50万円以上のもの 新潟市 新潟市 

1件につき、その経費が
概ね 50万円未満のもの

指定管理者

（指定管理料に含める）
指定管理者 

(6)リスク負担 
 協定の締結にあたり、施設の管理運営上の事故・天災・物価上昇等の経済状況の

変化など、事前に予測できない事態が発生し、管理運営の経費や収入が影響を受け

る場合があるため、リスクに対する負担者を協議し、リスク分担表を作成する。な

お、想定されるリスクは、別紙 4 のとおりとし、リスク分担表に記載されたリスク

以外の負担については、その都度、協議を行い決定する。

13.損害賠償責任保険関係 

 指定管理者の故意又は過失、施設の瑕疵等が原因で、利用者等に対し損害賠償を行

う必要が生じる可能性がある。その際、指定管理者の責めに帰すべき事由により損害

が生じた場合は、指定管理者に損害賠償義務が生じることから、原則として指定管理

者は、利用者等の身体・財物に対する損害賠償責任保険へ加入すること。 

14.指定管理者名の表示 

 指定管理者が管理運営している市の施設である旨を明確にするため、「指定管理者

名」と設置者としての「市の連絡先（所管課名、電話番号など）」を施設に表示し、案

内パンフレット等にも明記すること。 

15.利用者アンケート、自己評価の実施 

(1)利用者アンケートの実施
 指定管理者は、利用者の意見や要望を把握し、施設運営に反映させること等を目

的に、利用者アンケートを実施する。アンケート結果は、施設内に掲示するととも

に、市に報告すること。

(2)自己評価の実施 
 指定管理者は、協定書及び業務仕様書に定められた業務ついて、日報や月報に記

録するなど、施設管理業務や自主事業の実施状況、施設の利用状況、苦情や要望の

件数、収支状況等を把握し、自ら分析・評価を行うこと。自己評価の実施により、

管理運営の見直しや業務の改善を行うこと。 


